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「消極的」議会制の終焉？  
一2008年憲法改正後のフランス議会の状況一  
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1．1958年の決別：「議会主権」の終焉  
2．「消極的」ではあるが，それでも議会制である  
3．2008年憲法改正とその影響  
4．評 価  
1958年以来のフランス民主政治は，独特の統治システムによって特徴づけられるのであ  
り，私はそれを「大統領に占奪された議会制」と呼ぶことを提唱してきた。   
ところが，このシステムは，周知のとおり共和国大統領が卓越した役割を果たしている  
にもかかわらず．綺治構造上也星組2づけてきた。そこでは，形式的に議会制の  
諸々の法ルール（とりわけ，議会に対して政府が政治責任を負う原理－）が安当していたと  
いうだけでなく，その実質的櫻能においても，第5共和制は間違いなく議会制の本質的諸  
論理と結びついている。そもそも，大統領が国政を指揮する権能を享有するのは，議会が  
有する諸々の権限のおかげである。とりわけ1962年以降，大統領は，政府を抑制するため  
に事実上安定した議会多数派の支持に依拠できる点で，議会の諸権限を獲得し，それらを  
上手に利用するのである。   
この議会制は同時に，軌Lと性格づけることがで  
きる。それによって私が言いたいのは，フランスの議会システムが特異な一変種であるこ  
と，すなわち議会が基本的に消極的な方法で国政の方針に関与するという議会システムで  
ある，ということである。結局のところ，国会は何より，その存在さらにはその積極的な  
関与がなくても行動できる酬する機関なのである。  
1958年にフランスが採用したこの方向は．第3・第4共和制（1875■～1958年）が議会に  
依拠する安定的で実効的な政府を創設することができなかったことに対する徹底的な反作  
用に基づいている。そこから抜け出すために，フランスは，「議会主権」（あるいは1930年  
代の法学者レイモン・カレ・ド・マルベールの言葉によると，「絶対的議会主義」）に基づ  
く前記システムとの断絶を可能にする新たな進路を選択した。   
しかし．消極的議会制がもたらした権力均衡は，しばしば批判されてきた。人々は．立  
法過程においてほとんど影響力を行使できず，かつ行政権を極めて不十分にしか統制でき  
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ない議会の無ノ」さを嘆いてきたのである（〕  
こうした状況において，2008iF7月23廿∴憲法典が大幅に改正され（39カ条が修正され，  
9カ条が追加された），それに伴い様々な法令が改正された〔〕本稿では，改正の主要な側面  
を概括的に取り上げて，現在のフランスにおいても「消極的議会制」を論じ続けることが  
できるか，という問題を考えてみたい。  
1．1958年の決別二「議会主権」の終焉   
1958年に始まった第5共和制は，フランス剋議会制との断固たる決別を表すものだった。  
フランス型議会制とは，行政府の行為能力と民主主義の犠牲の下に，議会に過分の地位を  
認めるものと考えられてきた。しかし，「議会主権」の支配，すなわち憲法秩序の枠内で議  
会が果たしたいと望む役割を法律上も事実上も行うことができるシステムは，以下の2．蕉  
によって，終焉を迎えることになった。  
a）第1は，盛会胆⊥重畳1出である（それは，議会の地位と権限の厳格な枠づけ一  
これは専門的には＜合理化＞と呼ばれる一によって行われるが，さらに議会は憲法院の  
コントロールを受ける）。  
b）第2は，普通選挙制で直接選出される共和国大統領が体現する，「国家権力（旦嬰塑坦廷  
旦旦垣止⊥里直立である。   
ここに国家権力（これはジョルジュ・ビュルドーの表現による）というのは，大統領の  
役割が復権されることを意味する（これは，第3共和糾での慣行および第4共和制での法  
制度との比較である）。大統領は議会から独立に選出され，長い任期を有し（2000年までは  
7年であった），無答責であり（国家反逆罪を除く），多くの権限を擁している（たとえば，  
多くの任命行為およびデクレ，オルドナンス，条約などの政府の法令には，大統領の署名  
が要求されている）。その権限の中でも最も重要なのは．政府の副署が免除されることであ  
る。これは，政府との関係で大統領の自律的行動を可能にする（もっとも，大統領は政府  
を任命し，かつ事実上罷免することができる）。   
しかし，憲法の文言以仁に，国家元首の地付：と権限は，「国民の指導者」の役割を行使す  
るという初代大統領ド・ゴール将軍および後継者の確固たる意思によって，新たに大きく  
膨れ上がった（〕これは，首相を実質的な行政府の長とする現代民主主義国家における議会  
制の支配的傾向（たとえば，イギリス，ドイツ，日本）とは，真っ向から対立するもので  
ある。  
－この「国家権力」は，レファレンダム（憲法11集および89条）の方法による普通選挙制，  
国民議会の解散権（12条），そして直接普通選挙制による大統領の選出（6条，ただし，  
1962年改正以降）を根拠とするものである。   
ド・ゴールは，主導性を発揮しかつ有権者に自らの政策を認めさせることで，議会主権  
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の考え方と決別した。   
ここに1即5年以来初めて，フランスでは議会がもはや統治システムの中心ではなくなっ  
たのであった。  
2．「消極的」ではあるが，それでも議会制である   
a）特徴  
一共和国大統領が優越的な役割を果たしているにもかかわらず，第5共和制はなお議会シ  
ステムであり続けている。政府は国民議会の支持に依存し続けるのであり，もし支持が得  
られなければ，政府は辞職を余儀なくされる（たいていの場合，それは解散を経た後であ  
る）。大統領とその反対党が支配する国民議会との間での3回の⊥⊇Zピタ之を≧⊥の経験  
は，それが必要であったのだとしても，まさにフランスの統治体制が議会制の性質を有す  
ることを確認するものであった。  
美際は，この議会システムを起踊れた議会剋と性格づけるのが良いであろう。  
すなわち，大統領の力の沫泉は，大統領が議会多数派の権限に依拠できることにある。コ  
アビタシオンという特別の場合を除き，議会多数派が存在し，かつ彼らは大統領を自らの  
長として承認する。したがって，議会多数派は大統領のあらゆる行動を支持し，大統領は  
自らの政策のために多数が支配する議会の諸権限を「占奪する」ことができるのである。  
首相は，表面的にはイギ1」スあるいは日本のそれと同じ状況にあるように見えるのである  
が，しかし，亘塑速醜に働くのであって，首相自らの政策のためではな  
い。   
この観点からみれば，フランス大統領は．ヨーロッパの他の大統領とは憲法上相当異な  
る地位を有しており，他方で，フランスとは逆に連邦議会の支持にまったく依拠すること  
のできないアメリカ合衆国大統領（大統領は議会を解散できず，また政府も信任問題を提  
起できない）とも統治構造上まったく異なる地位にある。  
－私がフランス議会制を「消極的」なものと性格づけるのは，産金他  
室出勤上される，という原理が妥当すると言えるからである。議会は，厳  
に制限された手続を通じてでしか，自らの意思を表明することができない。それは例えば，  
以下のようなことである。  
ニ大臣は，同時に国会議員を兼ねることができない。  
一大統領から指名される政軒は（8条），国民議会の信任を得る必要がない。国民議会は，  
政府に対する不信任動議の議決を発議する権限しか有していない（49条）。これは，上玉珪  
進呈⊥昼型と呼ばれているものである（反証が出ない限り，政府は国民議会の多数派の信  
任を得ているものと推定される。このことはまた，たとえばデンマークのようないくつか  
の北欧諸国で行われているものであり，それらの国では普通に「消極的議会制」が語られ  
ている）。  
一両議院は自らが望むときに会議を開催することができず，3カ日の会期が年に2回ある  
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に過ぎない（臨時会期は可能であるが，共和国大統領はそれを拒否することができる）。  
一両議院の内部規則〔議院規則〕は．憲法院の合憲性審査を受ける（これは，議会の内部  
的自律という伝統的原理と相容れないものである）。  
一議会審議に関する議事［］程は，政府が優先的に決定する。  
両議院は自らが望むように組織を構成することができない。憲法によって，常任委員会  
の数は6つに限定されており，また，調査委貞会の地位と権限も（当初政府が起草した組  
織法律によって）極めて限定されている（1  
政凧ま様々な特権のおかげで．立法手続の大部分を掌握している（その上さらに，政帝  
は以前よりも広範な命令制定権を保持している）。  
政府は，すべての政府提出法案の議決について，国民議会が当該法案に反対できないよ  
うに仕向け，もし議決されなければ内閣を総辞職する代償のもとに，自らの政治責任をか  
けることができる（49条3項）。  
一両議院は一般政策に関する決議を議決することができない。両議院が行うことができる  
のは，次のことである。  
1，法律の審議と議決（45条）  
2．大臣に対する書面および口頭での質問の提起（48条）。ただし，これらに法的効力はな  
い。  
3．政府に対する不信任動議の議決（49条2項）。これは決定的な意味を持つが，日常的に  
行使することはできない。   
このように，国会の役割は，法律上ほとんど受動的なものに限定されている。国会は自  
らの関与なしに形成された行政府の計略に対して抵抗することはできるが，もはや政治の  
主導権をほとんど握っていない。私の「消極的議会制」という言葉は，ここに由来するの  
である。  
b）欠点  
一大統領の役割に関するフランス的特殊性をしばし脇に置くとすれば，フランスの国会に  
も，他のあらゆる現代議会制度と同様の制約が認められる（多数派と反対派との峻別，議  
員に対する厳格な党議拘束，会派を通じた議員行動の枠づけ）。そして，イギリス，ドイ  
ツ，日本などのように，フランスの議会制においても行政府が優越的地位にある。  
ただし，フランスの場合，国会議員が自らの条什に満足しているという傾向が付け加え  
られる。彼らは自らの地位の失墜を受け入れたのである。  
－野党にバイタリティーがないことを別にすれば（彼らは実質審議より議事妨害の方をし  
ばしば好む），フランス議会制の状況を特徴づけているのは，とりわけ議会多数派の行政府  
に対する「自己削隈」である。与党議員は，多くの場合過度に従順で．かつ政府に対して  
支持の代償を十分に求めることもない。こうした状況の原田は，ひとり法規定だけに求め  
られるわけではない（というのも，すでにいくつかの部分的な改革が2008年以前に行われ  
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ているからである）。そこには，第5共和制がもたらした議会文化の変化が根底にかかわっ  
ているのである。  
3．2008年憲法改正とその影響  
このような状況下において．2008年の憲法改正（その一部は．エデュアール・バラデュー  
ル元首相を委員長とする検討委員会の提案に基づいて起草された）では，国会に自律性を  
ある程度付与するために，多くの憲法条文の修正が試みられた。  
改正以後の状況について．以Fでは私の消極的議会制テーゼとより直接的に関係する主  
要な点に限定して述べることにしたい〔〕  
1）誰会の地位について  
∴前職が国会議員である大臣は，大臣の職務の終了から1カ月経過後，議会での議席を自  
動的に再取得することができる（25条および組織法律）〔  
常任委員会の数が，これまでの6から8にまで拡大さjlた。  
本会議の議事日程が再編された。政府が優先的に決定できる議事日程は半分強にとどま  
り（かつてのようにほほすべてではない），残りの議事日程は開会の決定にゆだねられる  
（48条）。そのうえ，月に1度の本会議は，野党会派および少数会派に留保される〔48条5  
項〕。  
2）行政府の統制について  
常任委員会は，国の多くの重要官職（憲法院構成員のほか，独立行政機関の長など）の  
任命lこ反対することができる（13条5項）。  
一国会は，一般政策の決議を議決することができる（341条）。  
行政府は．外国への軍隊の派遣について議会に通知する義務を負う。外国への派兵期間  
が4カ月を超える場合，その延長の承認は議会での記名投票で行われなければならない（35  
条）。  
すべての議会会派は，本会議での審議の開催を要求することができる（50－1条）。  
野党は，国民議会での調査委員会の設置要求に関して，より大きな権限を有するであろ  
う（国民議会規則141条。5分の3以上の賛成によってのみ，当該要求は拒絶される）。  
3）立法手続に対する制約の穏和  
一政府は，もはやあらゆる政府提出法案の議決に政治責任をかけることができない。今後  
は，予算法律（および社会保障財政法律）および各会期につき1つの法案についてのみ，  
政治責任をかけることができる（49条3項）。  
■ 政府提出法案の受理要件が巌楕化さjLた（39条3項および組織法律）。  
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■法案の提佃とその審議との間に－一定期間を置くことが義務づけられた（42粂3項）。  
■開院の議事協議会は，迅速手続（これは法案審議において政府に緊急案件である旨の宣  
言を認めるものである）の才采用について，矧司して反対することができる（45条2項）。  
雷 本会議での審議は，（いくつかの例外を除いて）政府原案についてではなく，委員会で  
採択された原案について行う（42条1項）。  
■両院の議長は，議員提出法案に関する両議院の不→致を解消するために，同数からなる  
合同委員会（国民議会議員7人，元老院議員7人）を招集することができる（45条Z項。  
以前は，首相のみがこの決定を行い得たのだった）。  
4．評 価  
以上，改正後の新たな規定全体によって，これまでフランス国会に重くのしかかってい  
た法的制約は大幅に緩和されノ∴ しかしだからといって，フランスは議会制の「消極的」  
ヴァージョンから抜け出したのだろうか。   
私はそうではないと考えている。  
－たしかに，本箱で示した改革の多くは，立法に関しても，政府■行政の統制に関しても  
議会により多くの行動の自由を与えるであろう。さらに，野党もこれまで以十に認知され．  
その主導権も一層強化されている（審議の提案，議事日程，調査委員会）。  
－しかし，こうした動きは，以下の2つの理由のために限定的なものにとどまるのではな  
いかと考えられる。  
1）第1に．法規範はそれを制定Lた者が予期した結果を自動的に生み出すのではないこ  
とを，理解しなければならない。このことは，とりわけ憲法に関してあてはまる。という  
のも，憲法は．塾追随だからである。つまり，憲法は，それが  
適用される者によって制定されるのである。   
さらに，憲法は，厳守すべき義務に関する法というよりも，皇室姐与岨塾裏  
地．である。たとえば，同会議貝が自由に使用できる新手段を利用するかどう  
かは，定かでない。過去の経験によればむしろ，国会議員ほ形式＿い去が付与したすべての  
手段を余すところなく行使する意思を持ってはいない，ということが明らかになっている。   
私の尊敬するギイ・カルカッソンヌ教授は正当にも，フランス議会は十分な権限を有し  
ているのであるが，それを決然と行使する国会議員を欠いているのだ，としばしば述べて  
いる。彼は，フランスにおける兼職の慣行（多くの国民議会議員又は元老院議員は，大都  
市の市長等の地方政治職の職務を行っている。）によって，国会議員の国政への専心が抑制  
されていると指摘している．っ   
要するに，あらゆる種類の権限を保持するだけでは不十分なのであり，必要なのは活動  
的であろうとする意思なのである。私は，この点についてフランス議会は抜本的に変化L  
ないのではないかと案じている。  
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に手をつけるものではなかっ  2）第2に，2008年憲法改正は．実際には体制の  
左。すなわち，同改正は．大統領，政府と議会との均衡全般を左右するものではなかった。   
全体的な権力組織のあり方，および50年来のフランスの憲法文化を考慮するならば．大  
統領が政策決定の主要な役割を果たし続ける方向は変わらないように思われる。政治過程  
における主要なアクターはすべて，その方向で作用するであろう。   
したがって，政府は．ド・ゴール時代以来のもの，つまり共和国大統領に仕えるための  
一一つの機関であり続けるであろう。   
議会は，手続上大統領の指名に関与せず，また，このことを変更すべき理由も何ら見当  
たらない。   
重要な帰結は．たとえ議会多数派を味方につけているとしても，政府は議会ではなく何  
より国家元首に対して責務を負うと考えている，ということである。【一般に政府は．国会  
議員が行催する発議権を警戒し，それらを抑制しようと努めるのである。このことは，外  
国の議会制（イギリス，ドイツ，日本）についても妥当するものである。しかし，これら  
の国がフランスと大きく異なるのは，議会は政府の創出に責任を負っており，政潤ももっ  
ぱら議会に対してのみ責任を負う，という点にある。   
これに対してフランスでは，政府は議会に対してだけでなく，自身が普通選挙制で選出  
される大統領に対しても責任を負うのであり．事実L二重の責任を負っている。   
このように，現代議会制における政府と議会の二者からなる通常の関係は，フランスの  
場合，大統領，改札 議会の二者関係となるのであり，こうした関係は，信任と責任に関  
する複雑な作用を内包することになる。ノ   
「大統領主義」の観念と慣行を維持するならば，すなわち大統領に国政決定に関して大  
きな指導的役割を認めるならば，フランス議会は今後も「消極性」の論理（つまり抵抗す  
ることはできるが，自らは決定することができないこと）に従って，維持されていくであ  
ろう。この消極性の論理は，ド・ゴ【ルが自らの権限と効率のもとで同家を複権するため  
に望んでいたものであった。   
今乱 国家がド■ゴールの時代ほどの権力を持たないというほど，世の中は変化してい  
るし，しかし，フランス議会は「消極的」であり続けるであろうと私は思う。そして不幸な  
ことに，そのことは民主故にとって必ずしも望ましい方向ではない。  
〔付記〕本稿は，2011年1十＝ニニ1二学院入学（20日）および立命館大学（24日）で開催され  
たアルメル・ル・デイヴュレック氏連続講演会（シリーズ「フランス民主主義の今H的課  
題」）での報告原稿である。   
ア）L／メル・）L／・デイヴ⊥レソク（ArmelLe Divellec）氏は，パT）第2大学（パンテオ  
ン・アサス大学）教授および同大学ミシェル・ヴイレ一研究所評議員である。専攻は公法  
学・憲法で，とりわけドイツ憲法理論・憲法思想に関する著作が多い。．主著にエe  
即〟〃g〃Zg刑β〃J♪〃′Jg研β〃おZ′gg′7月／／e椚qg乃g．Co〝J′〆∂〟如〃d〟7Zg才力由γ7‘egg乃∂和才g，LGDJ，  
ノ．了   
667「消極的」議会制の終焉？  
2004があるはか，最近の著書として，MicheldeVilliersetArmelLeDivellec，Dl’ctiolt）lai77，  
du droit collStitution71el，7‘一色d，Dalloz－Sirey，2009．Pierre Avril（auteur）．ArmelLe  
Divellec（preface）．Ecrl’tsde th60rl－ecoustl’tutl’0，melleetde droilPull’tl：qLte，Panth6on－  
Assas，2010があるく〉また，本講横のフランス語原文が『J二学院大学総合研究所年報』2010  
年度18号（2011年9月発行子宝）に掲載されるので，あわせてご参照していただければ幸  
いである、「（井上武史）  
九  
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